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平成 30 年度介護報酬改定関連通知の正誤について

平成 30年３月 22日付けで通知した「「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に

関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び

指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事

項について」等の一部改正について」（平成 30 年３月22日老高発 0322第２号・老振

発 0322第１号・老老発 0322第３号）のうち、指定居宅サービスに要する費用の額の算

定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）

及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留

意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号）の一部改正等を別紙のとおり修正す

ることとするので、御了知の上、管内市町村（特別区を含む。）、関係団体、関係機関

等にその周知徹底を図るとともに、その取扱いにあたっては遺漏なきよう期されたい。



「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、

居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要す

る費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」等の

一部改正について」別紙の訂正について

No. 該当箇所 訂正前 訂正後

１

別紙１

P.１

１行目

第１ （略） 第１ 届出手続の運用

１ 届出の受理

（１）～（４） （略）

（５） 届出に係る加算等の

算定の開始時期

（略）

ただし、平成 30年４月

から算定を開始する加算

等の届出については、前記

にかかわらず、同年４月１

日以前になされていれば

足りるものとする。

２

別紙１

p.48

８行目

（４） ターミナルケアマネジ

メントを受けている利用者

が、死亡診断を目的として医

療機関へ搬送され、24 時間

以内に死亡が確認される場

合等については、ターミナル

ケアマネジメント加算を算

定することができるものと

する。特定事業所加算算定事

業所は、質の高いケアマネジ

メントを実施する事業所と

して、地域における居宅介護

支援事業所のケアマネジメ

ントの質の向上を牽引する

立場にあることから、同一法

人内に留まらず、他の法人が

運営する事業所の職員も参

画した事例検討会等の取組

（４） ターミナルケアマネジ

メントを受けている利用者

が、死亡診断を目的として医

療機関へ搬送され、24 時間

以内に死亡が確認される場

合等については、ターミナル

ケアマネジメント加算を算

定することができるものと

する。

別紙



を、自ら率先して実施してい

かなければならない。なお、

事例検討会等の内容、実施時

期、共同で実施する他事業所

等について、毎年度少なくと

も次年度が始まるまでに次

年度の計画を定めなければ

ならない。なお、年度の途中

で加算取得の届出をする場

合にあっては、当該届出を行

うまでに当該計画を策定す

ること。

３

別紙２

p.26

26 行目

２の(18)①から④を準用する。 ２の(18)①から⑤を準用する。

４

別紙２

p.26

29 行目

① ２の(19)①から④まで及び

⑥を準用する。

① ２の(20)①から④まで及び

⑥を準用する。

５

別紙２

p.26

32 行目

２の (20) を準用する。 ２の (21) を準用する。

６

別紙２

p.28

15 行目

２の(12)を準用する。 ２の(14)を準用する。

７

別紙２

p.29

31 行目

(14)～(17) （略） (14)・(15) （略）

(16) サービス提供体制強化

加算について

① ２の(20)①から④まで及

び⑥を準用する。

② 指定特定施設入居者生活

介護又は指定介護予防特定施

設入居者生活介護を入居者に

直接提供する職員とは、生活相

談員、介護職員、看護職員又は

機能訓練指導員として勤務を



行う職員を指すものとする。

(17) 介護職員処遇改善加算

について

２(21)を準用する。

８

別紙２

p.32

４行目

⑥ 加算の算定期間は、１月に

つき６日以内とする。また、算

定方法は、５の(14)の①、②及

び④を準用する。

⑥ 加算の算定期間は、１月に

つき６日以内とする。また、算

定方法は、５の(15)の①、②及

び④を準用する。

９

別紙２

p.38

19 行目

(36) ・(37) （略） (36) サービス提供体制強化

加算について

① ２の(20)①から④まで及

び⑥を準用する。

② 指定介護福祉施設サービ

スを入所者に直接提供する職

員とは、生活相談員、介護職員、

看護職員又は機能訓練指導員

として勤務を行う職員を指す

ものとする。

(37) 介護職員処遇改善加算

について

２の(21)を準用する。

10

別紙２

p.45

10 行目

① ２の(19)①から④まで及び

⑥を準用する。

① ２の(20)①から④まで及び

⑥を準用する。

11

別紙２

p.45

13 行目

２の(20)を準用する。 ２の(21)を準用する。

12

別紙３

p.40

14 行目

８の（６）を準用する。 ７の（６）を準用する。

13

別紙３

p.40

30 行目

８の(９)準用する。 ７の(11)を準用する。



14

別紙４

p.23

29 行目

３の２(10)を準用する。 ３の２(13)を準用する。

15

別紙４

p.26

21 行目

⑥ 加算の算定期間は、１月に

つき６日以内とする。また、算

定方法は、８の(14)の①、②及

び④を準用する。

⑥ 加算の算定期間は、１月に

つき６日以内とする。また、算

定方法は、８の(15)の①、②及

び④を準用する。

16

別紙５

p.29

２行目

ヘ 入所者等に対する当該指

針の閲覧に関する基本方針

ヘ 入居者等に対する当該指

針の閲覧に関する基本方針

17

別紙６

p.22

11 行目

ヘ 入所者等に対する当該指針

の閲覧に関する基本方針

ヘ 入居者等に対する当該指

針の閲覧に関する基本方針

18

別紙８

p.３

18 行目

介護支援専門員 担当職員

19

別紙 11

p.１

１行目

第１・第２ （略） 第１ （略）

第２ 指定の単位等について

１～４ （略）

５ 例外的に、

① ～③ （略）

のいずれかについては、病

室単位で指定を受け、又は

除外することができるも

のとする（②及び③に係る

指定の効力は、平成 36 年

３月 31 日までの間に限

る。）。

（略）

20

別紙 11

p.１

８行目

２・３ （略） ２ （略）

３ 経過措置

(１)～(３) （略）

(４) 経過型介護療養型医

療施設の人員・設備基準

① 療養病床又は老人性認

知症患療養病棟を有する病



院が、介護老人保健施設等

への円滑な転換を図れるよ

う、平成 36年３月 31日ま

での間の経過的類型とし

て、経過型介護療養型医療

施設を設ける。

21

別 紙 15

の別紙25

17 行目

２③（２）評価対象期間内に介

護予防訪問リハビリテーショ

ンを３月以上利用し、その後に

更新・変更認定を受けた者の数

２③（２）評価対象期間内に更

新・変更認定を受けた者の数

22

別紙 19

p.1

６行目

別に通知する「指定居宅サービ

スに要する費用の額の算定に

関する基準（訪問通所サービ

ス、居宅療養管理指導に係る部

分）及び指定居宅介護支援等に

要する費用の額の算定に関す

る基準の制定に伴う実施上の

留意事項について」（平成 12年

老企第 36 号）及び「指定介護

予防サービスに要する費用の

額の算定に関する基準の制定

に伴う実施上の留意事項につ

いて」（平成 18 年老計発第

0317001 号・老振発第 0317001

号・老老発第 0317001 号）にお

いて示しているところである

が、

別に通知する「指定居宅サービ

スに要する費用の額の算定に

関する基準（訪問通所サービ

ス、居宅療養管理指導に係る部

分）及び指定居宅介護支援等に

要する費用の額の算定に関す

る基準の制定に伴う実施上の

留意事項について」（平成 12年

老企第 36 号）、「指定介護予防

サービスに要する費用の額の

算定に関する基準の制定に伴

う実施上の留意事項について」

（平成 18 年老計発第 0317001

号・老振発第 0317001 号・老老

発第 0317001 号）、「指定地域密

着型サービスに要する費用の

額の算定に関する基準及び指

定地域密着型介護予防サービ

スに要する費用の額の算定に

関する基準の制定に伴う実施

上の留意事項について」（平成

18 年 ３ 月 31 日 老 計 発 第

0331005 号・老振発第 0331005

号・老老発第 0331018 号）及び

「指定居宅サービスに要する

費用の額の算定に関する基準



（短期入所サービス及び特定

施設入居者生活介護に係る部

分）及び指定施設サービス等に

要する費用の額の算定に関す

る基準の制定に伴う実施上の

留意事項について」（平成 12年

３月８日老企第 40 号）におい

て示しているところであるが、

23

別 紙 19

の別紙１

直近１～

６か月間

における

３％以上

の体重減

少

□無 □有（ kg/ ヶ月） □無 □有（ kg/ か月）

24

別 紙 19

の別紙１

直近６か

月間にお

ける２～

３kg以上

の体重減

少

□無 □有（ kg/ あ月） □無 □有（ kg/ か月）

25

（福祉用

具貸与及

び介護予

防福祉用

具貸与の

基準につ

いて）

※通知の宛名等の形式を修正

26

（介護医

療院の人

員、施設

及び設備

並びに運

（２） （１）にかかわらず、

基準省令第 27 条第３項ただ

し書の規定により、Ⅱ型療養

床のみ有する介護医療院等、

介護医療院に宿直を行う医

（２） （１）にかかわらず、

Ⅱ型療養床のみ有する介護

医療院であって、基準省令第

27 条第３項ただし書の規定

により、介護医療院に宿直を



営に関す

る基準に

ついて）

p.３

17 行目

師を置かない場合にあって

は、入所者の数を 100で除し

た数以上の医師を配置する

ものとする。なお、その数に

１に満たない端数が生じた

ときは、その端数は１として

計算する。

行う医師を置かない場合に

あっては、入所者の数を 100

で除した数以上の医師を配

置するものとする。なお、そ

の数に１に満たない端数が

生じたときは、その端数は１

として計算する。


